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（仮称）熊谷市工場立地法地域準則条例の骨子について  

 

１  条例制定の背景と目的  

工場立 地法 では、一 定規模 以上 の工 場（ 以下「特 定工 場 」と いう。）

に対し て 、緑 地及 び環境 施設 のそ れ ぞれの 面積 の敷 地 面積に 対す る

割合（ 緑地 面積 率 等）に 関す る 全 国 一律の 基準（以 下「法準 則」と

いう 。）を 規定す るとと もに 、この 法準則 に代 えて 、市が 地 域の 実

情に則 した 独自 の 基準（ 以下 「市 準 則」と いう 。）を 条例で 定め る

ことが でき ると さ れてい ます 。  

法準則 が施 行さ れ た昭和 49 年 当時 と比較 し て 、企 業 の環境 配慮

に 対 す る 意 識 の 高 ま り や 周 辺 環 境 へ の 影 響 を 低 減 す る 技 術 の 進 歩

といっ た社 会状 況 の変化 に加 えて 、敷地内 の緑 地面 積 を確保 しつ つ、

施 設 の 更 新 や 事 業 拡 大 の た め の 増 設 を 行 う こ と が 困 難 な 状 況 に あ

る特定 工場 もあ り ます。  

そこで 、敷 地の 有 効活用 を可 能に し て、既 存工 場の 増 改築及 び新

規立地 を促 進す る ととも に 市 外転 出 を防止 する こと で 、本 市産 業の

振興及 び雇 用の 維 持・創 出を 図るた め、工 場立 地法第 ４条の ２第 ２

項の規 定に より 市 準則条 例を 制定 し 、緑 地 面 積率 等を 緩和す るも の

です。  

 

２  工場立地法の概要  

⑴  法 の目 的  

   工 場 立 地 が 環 境 の 保 全 を 図 り つ つ 適 正 に 行 わ れ る よ う に す

ること で 、国 民経 済の健 全な 発展 と 国民の 福祉 の向 上 に寄与 す

ること を目 的と し ていま す。  

⑵  緑 化面 積率 等 の規制 の対 象と な る工場 （特 定工 場 ）  

対象業 種： 製 造業 、電気 ・ ガス・ 熱 供給業 者（水 力、 地熱、 太

陽光を 除く 。）  

対象規 模： 敷地 面 積 9,000 ㎡ 以上 又 は建築 面積 3, 000 ㎡以上  
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⑶  主 な規 制内 容 （法準 則等 ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

３  市準則による規制緩和等（案）の内容  

   工 場 立 地 法 の 規 定 に よ り 義 務 付 け ら れ て い る 緑 地 面 積 率 等

の緩和 につ いて は 、条 例で 変更 でき る下限 基準 値ま で の緩和 と

なるよ う設 定し ま す。  

◆現行 （法 準則 ）  

   区域  

区分  
市内全 域  

緑  地  ２０％ 以上  

環境施 設  ２５％ 以上  

重複緑 地  ２５％ まで  

◆市準則による規制緩和等（案）  

区域  

区分  
準 工 業 地 域 

工業地域及び 

工業専用地域 
市街化調整区域 その他の区域 

緑  地  １ ０ ％ 以 上 ５％以 上  ５％以 上  ２ ０ ％ 以 上 

環境施 設  １ ５ ％ 以 上 １ ０ ％ 以 上 １ ０ ％ 以 上 ２ ５ ％ 以 上 

重複緑 地  ５０％ まで  

 

４  開始予定時期  

   条例 の整 備 等を行 い 、令 和３ 年４月 １日 から の 施行を 予定 し

ていま す。  


